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第１章 計画の策定に当たって 

 

【１】計画策定の趣旨 

 

●地域福祉を取り巻く社会的背景● 

近年、少子高齢化のさらなる進行や、核家族化・小世帯化の進行による家庭や地域での

コミュニティ意識の希薄化、あるいは地域活動の担い手の高齢化や人材不足などにより、

地域における支え合いの力が弱くなりつつある現状がみられます。 

一方で、まちづくりの課題や住民のニーズは複雑かつ多様化しているとともに、災害時

など緊急時の支援や助け合いの重要性が再認識されています。 

これからの少子高齢化社会を、誰もがいきいきと生活することができる社会としていく

ためには、福祉・保健・医療等の制度によるサービスだけでなく、地域の絆によって住民

相互の支え合い、助け合い活動が活発に展開されていくことが重要です。 

 

●本町における地域福祉の取組● 

本町においては、平成 19（2007）年３月に「美郷町保健福祉総合計画（以下「第１次計

画」と表記）」を策定し「水と緑」「いきいき輝く」「夢あふれる協働のまち」を基本理念

として、地域福祉を推進してきました。中でも、様々な生活課題に対応する相談窓口とし

て、社会福祉協議会に「くらしの相談所みさと」を設置するとともに、家庭や地域への支

援、関係機関との調整を図る専門職として、主任相談支援員及び相談支援員を配置し、施

策に取り組んできました。 

さらに、災害時の要配慮者支援のため、避難行動要支援者名簿を作成し、町と地域が一

体となって地域福祉を支える施策を進めています。 

しかし近年、全国的に子どもや高齢者への虐待、孤独死、いじめ、閉じこもり等、また

景気の低迷を背景とした生活困窮者の増加や定職を持たない若者の増加など、深刻な社会

問題が顕在化しています。 

 

●本町における課題と新しい計画づくり● 

本町においても、少子高齢化、小世帯化や一人暮らし高齢者の増加など家族形態を取り

巻く環境の変化に伴う、地域における助け合う力の弱まりとともに、様々な問題を抱えた

複合ニーズ世帯、制度の狭間にあって既存の福祉サービス等を受けられない世帯の問題な

ど、新たな福祉課題が生じています。 

このように、増大する課題を解決するためには、地域福祉のより一層の推進が必要です。 

本町では「第１次計画」の評価・課題の整理を踏まえ、社会情勢の変化や新たな住民ニ

ーズに対応し、安心して暮らすことができる地域福祉を推進するため、「第２次地域福祉

計画（以下「本計画」と表記）」を策定します。 
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【２】地域福祉に関する国や制度の動き 

 

１ 改正社会福祉法 

平成 29（2017）年６月公布の「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一

部を改正する法律（平成 29（2017）年法律第 52 号）」に伴い、社会福祉法の一部改正が行

われました（平成 30（2018）年４月１日施行）。市町村においては、包括的な支援体制の

整備（第 106 条の３）の他、市町村地域福祉計画の策定（第 107 条）に努めるものとされ

ています。 

 

包括的な支援体制の整備 

第百六条の三 市町村は次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等

及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域

生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものと

する。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、（中

略）～に関する事業 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、（中略）

～に関する事業 

三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立支援事業を行う者

（中略）～に関する事業 

２ 厚生労働大臣は、前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実施を図る

ため必要な指針を公表するものとする 

社会福祉法（抜粋） 

 

第 106 条の３第２項に基づく指針については、国の地域力強化検討会の中間取りまとめ

における、地域づくりの３つの方向性を骨格として、最終取りまとめの内容を踏まえたも

のになるとされています。 

 

地域づくりの３つの方向性「互いに影響し合い、「我が事」の意識を醸成」 

①「自分や家族が暮らしたい地域を考える」という主体的・積極的な取組の広がり 

②「地域で困っている課題を解決したい」という気持ちで活動する住民の増加 

③「一人の課題」について解決する経験の積み重ねによる誰もが暮らしやすい地域づくり 

 

この他、地域福祉に関連する事項として、国では生活困窮者自立支援法（平成 27（2015）

年４月施行）の地域福祉計画への反映、重要な担い手である地区民生委員・児童委員の活

動環境の整備を推進することとしています。また、平成 28（2016）年４月に成立した「成

年後見制度利用促進法（成年後見制度の利用の促進に関する法律）」では、市町村は「成

年後見制度利用促進計画」の策定が努力義務化されました。 
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●市町村における包括的な支援体制の整備● 

改正社会福祉法第 106 条の 3 に基づく「包括的な支援体制の整備」が求められる現状と

課題及び体制整備の考え方として、次のような内容が示されています。 

 

地域福祉をめぐる現状と課題 

●世帯の複合課題 

・高齢の親と働いていない独身の 50 歳代の子が同居している世帯（いわゆる「8050」） 

・介護と育児に同時に直面する世帯（いわゆる「ダブルケア」） 

・障がい児の親が高齢化し介護を要する世帯 

・様々な課題が複合して生活が困窮している世帯 

●制度の狭間にある課題 

・制度の対象外、基準外、一時的なケース 

●自ら相談に行く力がない 

・頼る人がいない、自ら相談に行くことが困難 

・社会的孤立・排除、一例である「ごみ屋敷」、地域住民から見ると「気づいていても

何もできない」（見て見ぬふり） 

●地域の福祉力の脆弱化 

・少子高齢・人口減少化の進行、自治会・町内会の加入率減少などによる地域で課題を

解決していくという地域力の脆弱化 

●新たな地域課題 

・単身世帯の増加、賃貸住宅への入居時の保証の問題、入院時の対応や看取り、死亡後の

対応など成年後見を含め新たな生活支援が必要 

体制整備の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者 

地域包括ケアシステムの構築 

地域包括支援センター 

（高齢者を対象にした相談機関） 

障がい者 

地域移行・地域生活支援 

基幹相談支援センター等 

（障がい者を対象にした相談機関） 

子ども・子育て家庭 

地域子育て支援拠点 

子育て世代包括支援センター 

（子ども・子育て家庭を 

対象にした相談機関） 

生活困窮者支援 

共生型サービス 
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改正社会福祉法を踏まえた、地域福祉計画策定のポイントは次のとおりです。 

 

●福祉分野の「上位計画」としての位置付け● 

現状は、高齢者、障がい者、子ども・子育てといった対象ごとに計画が策定され、それ

ぞれ根拠法が異なっていますが、これらに共通する事項を市町村地域福祉計画に盛り込む

ことで関連する計画との調和を図り、かつ、福祉・保健・医療及び生活関連分野との連携

を確保した福祉分野の「上位計画」として位置付けることで、制度の縦割りではない包括

的な支援を推進することが求められています。 

 

●共通して取り組むべき事項● 

地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、子ども・子育て支援その他の福祉に関し、

共通して取り組むべき事項として、様々な課題を抱える人の就労や活躍の場の確保等を視

野に入れた、福祉以外の分野（まちおこし、防犯・防災、社会教育等）との連携をはじめ、

制度の狭間の問題への対応のあり方、生活困窮者など各分野横断的に関係する相談等に対

応できる体制などが盛り込まれました。 

 

２ 高齢者福祉・介護保険制度の動き 

平成 27（2015）年度からスタートした第６期介護保険事業は、「地域包括ケアの推進」

の考え方を中心に大幅な制度改正が行われ、介護予防・日常生活支援総合事業、地域密着

型通所介護などが進められているところです。「団塊の世代」が 75 歳以上となる平成 37

（2025）年を目途に、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう、住まい・医療・

介護・予防・生活支援が一体的に提供される、「地域包括ケアシステム」の構築を目指し

た体制整備に向けた移行期間として位置付けられます。 

平成 30（2018）年度からスタートする第７期介護保険事業は、現制度に沿って進められ

た地域包括ケア体制を確立し、具体化させていくための重要な計画とされています。第７

期においては、第６期において掲げた理念を継承しながら、地域福祉について町民の理解

を深め、自主的な健康づくりや地域の見守り等を促進する「地域づくり、人づくり」（「我

が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念）を踏まえ、全ての高齢者が、住み慣れた地域でい

きいきと暮らし続けていけるよう、福祉サービスのみならず、地域活動や生きがいづくり

等も含めた、総合的な保健福祉の向上を図ることに軸足を置いて策定されます。 
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３ 障がい者制度の動き 

平成 23（2011）年８月に改正された「障害者基本法」では、目的規定の見直し（共生社

会実現の規定等）や、障がい者の定義の見直し（発達障がいの規定等）が定められるとと

もに、制度や慣行などにおける社会的な障壁を取り除くための配慮が求められています。 

平成 24（2012）年 10 月には、「障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者

に対する支援等に関する法律）」が施行され、市町村においては虐待の早期発見と防止に

努める責務があるとともに、発見者には市町村への通報義務が課せられています。 

平成 25（2013）年４月には、従来の「障害者自立支援法」に代わる法律として、「障害

者総合支援法」が施行され、地域社会における共生や社会的障壁の除去を目的とする基本

理念を掲げています。さらに、平成 28（2016）年５月に成立した同法の改正法では、施設

やグループホームを利用していた人を対象とする、定期巡回・随時対応サービス（自立生

活援助）の創設をはじめ、重度訪問介護の訪問先の拡大、医療的ケアを要する障がい児に

ついて、自治体に保健・医療・福祉連携を促すことなどが示されています。 

このほか、平成 25（2013）年６月には「障害者雇用促進法（障害者の雇用の促進等に関

する法律）」の改正（平成 28（2016）年４月一部施行）や、平成 25（2013）年６月「障害

者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）」の成立（平成 28（2016）

年４月施行）など、障がいのある方を取り巻く環境は大きく変化しています。 

 

４ 子育て支援制度の動き 

平成 27（2015）年度からスタートした「子ども・子育て支援新制度」では、父母その他

の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下、家庭、学校、

地域、職域その他の社会のあらゆる分野で、子育て支援体制の構築が求められています。 

本町においては、平成 27（2015）年３月に策定した「美郷町子ども・子育て支援事業計

画」に基づき、これまでの子育て支援施策の取組を踏まえ、本町で生まれ育つ全ての子ど

もが健やかに成長する環境と、地域全体で子育てを支える取組の充実に向けて、様々な施

策を推進しています。 

また、平成 29（2017）年度には「美郷町子どもの輝く未来応援計画（美郷町子どもの貧

困対策に関する整備計画）」を策定し、国や県の子どもの貧困対策や取組等と連携し、子

どもの貧困対策を展開するため、困難な環境にある子どもや家庭に対する支援、取組を推

進することとしています。 

 

５ 生活困窮者自立支援制度の動き 

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談

支援事業の実施、住居確保給付金の支給その他の支援を行うための所要の措置を講ずるこ

とを定めた「生活困窮者自立支援法」が、平成 27（2015）年４月に施行されました。 

直面する複合的な生活課題に対し、個々の置かれている状況を明らかにし、就労準備や

就労への支援、家計についての相談支援といった、これまで十分に福祉分野で行えていな

い支援を加え、地域で工夫しながら解決につなげていく仕組みで、対象者の属性に関わり

なく、複合的な課題に対する包括的な取組を推進することとしています。 
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６ 自死対策の動き 

日本の年間自死者数は、平成 22（2010）年以降７年連続で減少し、平成 24（2012）年

には 15 年ぶりに３万人を下回り、平成 28（2016）年では 2.2 万人にまで減少してきてい

ます。しかし、依然として自死者数は年間２万人を超えており、人口 10 万人当たりの自

死者数（自殺死亡率）は、主要先進７か国の中では最も高くなっています。 

自死対策は、社会における「生きることの阻害要因（自死のリスク要因）」を減らし、「生

きることの促進要因（自死に対する保護要因）」を増やすことを通じて、社会全体の自死

リスクを低下させるよう地域レベルの実践的な取組を中心とするものへと、転換を図って

いくことが必要とのことから、平成 29（2017）年に新たな自殺総合対策大綱が閣議決定さ

れることとなりました。 

 

７ 地域福祉に関する島根県の動き 

島根県では、平成 28（2016）年３月に「島根県地域福祉支援計画（第二次改定版）」を

策定し、「誰もが、住みなれた地域で、互いに支え合いながら、安心して、生きがいを持

ち、自分らしく暮らしていける地域社会の実現」を基本目標とし、地域福祉の総合的な推

進に取り組んでいます。 

この計画では、地域福祉に関連する様々な法律や制度の改正、災害への備えといった課

題への対応をはじめ、性別や年齢、障がいの有無に関わらず、その人らしく安心して暮ら

せる地域社会を実現するため、地域住民をはじめ、様々な福祉の担い手が共に支え合いな

がら取り組んでいくことを、地域福祉推進の基本的な考え方としています。 

 

 

島根県地域福祉支援計画（第二次改定版） 

基本理念 
誰もが、住みなれた地域で、互いに支え合いながら、安心して、生

きがいを持ち、自分らしく暮らしていける地域社会の実現 

計画期間 平成 28（2016）年度～平成 31（2019）年度（４年間） 

基本施策 

基本施策１ 安心して各種のサービスを受けることができる環境づくり 

基本施策２ 福祉を担う人づくり 

基本施策３ 福祉のまちづくり～ともに支え合って皆がいきいきと暮らせ

るまちづくり 
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【３】地域福祉について 

 

「地域福祉」とは、手助けや支援を必要としている人が抱える生活上の様々な問題や課

題を、高齢者や障がい者、子どもといった対象別ではなく、自分たちが住んでいる「地域」

を中心として、共に助け合いながら、暮らしやすいまちづくりを進めていこうとする取組

のことを言います。 

そのためには、「日頃、身の回りで起こる問題は、まず個人や家庭の努力で解決（自助）

し、個人や家族内で解決できない問題は、隣近所やボランティア、ＮＰＯなどの活動（互

助）で解決する。さらに、介護保険制度、医療保険制度など社会保障制度等を活用する相

互扶助（共助）、地域で解決できない問題や公的な制度としての福祉・保健・医療その他

の関連する施策に基づくサービス供給等、行政でなければできないことは行政が中心とな

って解決する（公助）」といった、重層的な取組が必要です。 

 

自助・互助・共助・公助の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自助】日常生活において、自分

でできる範囲のことは自分で行

い、住民一人ひとりが豊かな生

活を送るために努力する。 

【互助】近隣の人との日頃の声掛

けや見守りをはじめ、ボランテ

ィアやＮＰＯ、住民組織での活

動など、住民同士の助け合い、

支え合い活動。 

自 助 互 助 

共 助 公 助 

【共助】介護保険制度や医療保険

制度などを活用し、必要に応じ

て様々な社会保障制度やサービ

スを受ける。 

【公助】公的サービスの提供、住

民活動への支援、人権擁護に関

する取組や虐待防止など、行政

施策として行うべきもの。 

自分でできることは 

自分でする 

地域などで互いに 

支え合う 

行政などの公的 

サービスを受ける 

社会保障制度等を 

活用する 
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第２章 計画の概要 

 

【１】計画の性格 

 

「地域福祉計画」とは、社会福祉法第 107 条の規定に基づき、地域福祉の推進に取り組

むための総括的な計画として、市町村が策定する「市町村地域福祉計画」です。 

本町では「美郷町第２次長期総合計画」に即しつつ、社会福祉法に規定された地域福祉

の推進に関する事項を基本に策定し、他の福祉関連計画との関係について、整合性、関連

性を保ち、地域福祉の共通の理念を示す総合的な計画となるものです。 

一方、「地域福祉活動計画」は、社会福祉法第 109 条の規定に基づき、地域福祉の推進

に取り組むための実践的な計画として、社会福祉協議会が策定する計画です。社会福祉協

議会は、その事業展開において重要な位置を占めることになります。 

地域福祉計画及び地域福祉活動計画は、ともに地域福祉を推進していくための計画であ

り、地域住民や団体等と行政との協働など、理念や考え方などでも重なるところが多く、

相互に連携することが必要です。 

 

１ 根拠法について 

「社会福祉法」では、第４条において、今後の社会福祉の基本理念の一つとして「地域

福祉の推進」を掲げるとともに、地域福祉を推進する主体と目的を定め、地域における福

祉施策や住民の福祉活動を総合的に展開することを求めています。 

 

 

 

 

 

第四条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動

を行う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成す

る一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加す

る機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

社会福祉法（抜粋） 

 

 

 

 

 

地域で生活を営む 

全ての住民 

社会福祉法人、福祉サービスの提供をはじ

めとする、広範な社会福祉を目的とする事

業を経営する行政、ＮＰＯ法人・民間企業・

生協・農協等の事業者 

ボランティアや NPO、地区民生委員・児童委

員等の地域で福祉活動を行う人及びグループ

や団体 

福祉サービスを必要としている全ての人

（現在、サービスを利用していない人も含

む） 
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２ 地域福祉計画 

地域福祉計画は、町の将来を見据えた地域福祉のあり方や、地域福祉推進のための基本

的な施策の方向を定めるものです。 

 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定

める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通

して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する

事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、または変更しようとするときは、あらか

じめ、地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう

努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査分析及び評

価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画

を変更するものとする。 

社会福祉法（抜粋） 

 

３ 地域福祉活動計画 

地域福祉活動計画は、「住民」「地域で福祉活動を行う者」「福祉事業を経営する者」が

相互に協力・連携して、地域福祉の推進を目的とする実践的な行動計画として、具体的な

取組が明示されたもので、福祉活動を行う地域住民やボランティアなどの自主的・自発的

な取組について体系化した、民間活動の自主的な行動計画として策定されます。 

地域福祉計画との整合性を図りながら、社会福祉法第 109 条で地域福祉の推進役として

位置付けられた社会福祉協議会が中心となって、今後、策定されることになります。 
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【２】計画の位置付け 

 

本計画は、国や県の考え方及び本町の「美郷町第２次長期総合計画」を踏まえ、他の部

門計画との整合に配慮し、計画の推進に当たっては、新たな課題や環境の変化に柔軟に対

応することとします。 

 

 

【関連計画との整合イメージ 】 

 

根拠法 

・社会福祉法 

・生活困窮者自立支援法、成年後見制度利用促進法（成年後

見制度の利用の促進に関する法律）などの関係法令 

 

 

島根県 島根県地域福祉支援計画（第二次改定版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

美郷町第２次長期総合計画 

連携 

調整 

本町 

【本計画】地域福祉計画 

美郷町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

【関連計画】 

◆子ども・子育て支援事業計画 

◆子どもの輝く未来応援計画 

◆障がい福祉計画 

◆障がい児福祉計画 

◆第２次健康づくり計画 

◆介護保険事業計画・・・など 

地域福祉活動計画 

（社会福祉協議会） 
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【３】計画の期間 

 

本計画の期間は、平成 30（2018）年度から平成 34（2022）年度までの５年間とします。

ただし、社会情勢の変化や検証を行った上で、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

平成 29 

（2017）年度 

平成 30 

（2018）年度 

平成 31 

（2019）年度 

平成 32 

（2020）年度 

平成 33 

（2021）年度 

平成 34 

（2022）年度 

平成 35 

（2023）年度 

美郷町 

地域福祉計画  
 策定 

      

平成 30（2018）年度～平成 34（2022）年度（５年間） 次期計画 

    見直し  

 

 

【４】計画の策定方法 

 

１ 美郷町地域福祉計画策定委員会における検討 

計画の策定に当たって、「美郷町地域福祉計画策定委員会」に計画の原案を諮り、行政

計画としての地域福祉計画の取組内容等について審議しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 関係団体等意識調査の実施 

計画の策定に当たって、本町の福祉関連団体や関係機関等へのヒアリングシートによる

定性的な調査を行い、地域での活動上の問題点や課題、方向性についての考え方を探り、

計画策定の基礎的な資料としました。 
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第３章 本町を取り巻く現状 

 

【１】本町の現状 

 

１ 人口・世帯の状況 

本町の人口は、平成 28（2016）年度で 4,900 人と、平成 24（2012）年度から 500 人近

くの減少（平成 24（2012）年度を 100.0 とした場合 91.2）となっています。 

世帯あたりの人口数を示す世帯人員は、平成 24（2012）年度の 2.23 人から平成 28（2016）

年度で 2.15 人と、緩やかに小家族化傾向にあります。 

 

【人口・世帯数の推移】 

 

平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

人口（人） 5,372 5,257 5,161 5,051 4,900 

世帯数（世帯） 2,405 2,377 2,363 2,329 2,275 

世帯人員（人/世帯） 2.23 2.21 2.18 2.17 2.15 

人口増減率（％） 100.0 97.9 96.1 94.0 91.2 

世帯数増減率（％） 100 98.8 98.3 96.8 94.6 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）外国人を含む 

 

 

【人口・世帯数増減率】 

 

100.0 

97.9 

96.1 

94.0 

91.2 

100.0 
98.8 98.3 

96.8 

94.6 

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

平成24

（2012）年度

平成25

（2013）年度

平成26

（2014）年度

平成27

（2015）年度

平成28

（2016）年度

人口増減率 世帯数増減率
（％）

 

注：増減率は、平成 24（2012）年度を 100.0 とした場合の各年の割合を示す。 

資料：住民基本台帳（各年度末現在） 
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２ 年齢別人口 

本町の年齢別人口構成比をみると、平成 28（2016）年度では年少人口（14 歳以下）が

11.3％、生産年齢人口（15～64 歳）が 43.0％、高齢者人口（65 歳以上＝高齢化率）が 45.7％

となっており、ほぼ２～３人に１人が高齢者という状況です。 

 

【年齢３区分別人口構成比】 

10.8 

10.8 

10.9 

11.0 

11.3 

46.6 

45.8 

45.1 

43.6 

43.0 

42.6 

43.4 

44.1 

45.3 

45.7 

凡例（％）

平成24（2012）年度

平成25（2013）年度

平成26（2014）年度

平成27（2015）年度

平成28（2016）年度

年少人口

（14歳以下）

生産年齢人口

（15～64歳）

高齢者人口

（65歳以上）

 

 

さらに、５歳階級別でみると、平成 28（2016）年度では 60 歳代後半のいわゆる「団塊

の世代」は、本町の人口の中でもボリュームの多い年齢層となっています。 

 

【年齢５歳階級別人口構成比】 

3.4
4.2

3.3

3.6
2.7

3.4 3.6

4.7

4.1
3.5

5.0

6.6

9.3

8.0

6.7

8.5 8.4 11.0

3.0

4.2

4.1

3.1 2.8
2.3

3.8
4.7

5.0
4.1

3.5

6.0

7.8

11.0

7.5

7.1
7.6

12.5

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

０～

４歳

５～

９歳

10～

14歳

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

平成24（2012）年度 平成28（2016）年度（％）

 
 

資料：住民基本台帳（各年度末現在） 
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３ 世帯構成 

世帯構成について、平成 22（2010）年から平成 27（2015）年までの推移でみると、「ひ

とり親と子どもの世帯」や「単身世帯」などは増加傾向にありますが、「三世代世帯」は

減少傾向にあります。また、「夫婦のみの世帯」は緩やかに減少しています。 

 

【世帯構成の推移】 

25.4 

24.7 

16.0 

16.2 

8.9 

9.8 

11.0 

9.7 

30.3

32.2

8.4 

7.4 

凡例（％）

平成22（2010）年

平成27（2015）年

夫婦のみ

の世帯

夫婦と

子ども

の世帯

ひとり親と

子どもの

世帯

三世代

世帯

単身世帯 その他

 

 資料：国勢調査 

 

 

４ 高齢者世帯の推移 

高齢者世帯（世帯のうちに、一人でも 65 歳以上の高齢者がいる世帯）の推移をみると、

平成 22（2010）年から平成 27（2015）年にかけて減少傾向にありますが、高齢者独居世

帯は増加しています。 

 

■高齢者世帯の推移■ 

 

平成 22（2010）年 平成 27（2015）年 
増減率

（％） 世帯数 
構成比

（％） 
世帯数 

構成比

（％） 

総世帯数 2,150 100.0  2,002 100.0  -6.9  

高齢者世帯総数 1,485 69.1  1,422 71.0  -4.2  

高齢者夫婦世帯（夫婦とも 65 歳以上） 349 16.2  332 16.6  -4.9  

高齢者独居世帯（65歳以上の一人暮らし） 443 20.6  466 23.3  5.2  

資料：国勢調査 
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５ 高齢者人口の将来推計 

本計画期間における本町の今後の人口動向について、国立社会保障・人口問題研究所に

よる推計結果では、団塊の世代が後期高齢者に移行する平成 37（2025）年に向けて、本町

全体の人口は緩やかな減少が続きます。 

高齢者の人口は、緩やかな減少で推移すると予測されていますが、将来的な人口の減少

に伴い、高齢化率は増加すると予測されています。 

 

■人口の将来推計■ 

～

団塊世代が
75歳以上

4,707 4,611 4,514 4,418
3,954

2,164 2,140 2,117 2,093 1,910

46.0 46.4 46.9 47.4 48.3 

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成29

（2017）年

平成30

（2018）年

平成31

（2019）年

平成32

（2020）年

平成37

（2025）年

推計人口 65歳以上推計人口 高齢化率（％） （％）
（人）

 
資料：国立社会保障・人口問題研究所 

 

６ 要支援・要介護認定者の動向 

介護保険の対象者となる、要支援・要介護認定者数の推移をみると、認定者の総数は、

平成 28（2016）年で 506 人となっており、近年は緩やかな減少で推移しています。 

 

■要介護度別認定者数の推移■ 

69 78 54 54 52

72 64
67 65 63

96 100 120 121 121

90 78 76 77 74

66 73 69 67 68

77 73 54 55 58
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要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１
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資料：厚生労働省「介護保険事業報告」（各年９月末現在） 
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７ 健康寿命 

（１）平均寿命※１ 

本町の平均寿命は、平成 25（2013）年では、男性が 78.5 歳、女性が 86.3 歳となってお

り、男女ともに緩やかに伸長しています。 

 

77.6 77.5 
78.5 

85.3 85.7 
86.3 

79.6 79.9 80.1 

86.7 86.8 87.0 

74

76

78

80

82

84

86

88

平成23

（2011）年

平成24

（2012）年

平成25

（2013）年

美郷町（男性） 美郷町（女性）

島根県（男性） 島根県（女性）

（歳）

 
資料：島根県健康指標データシステム 

 

（２）65歳の平均自立期間（健康寿命）※２ 

本町の 65 歳の平均自立期間は、平成 25（2013）年では、男性が 16.7 年、女性が 20.0

年となっており、男女ともに緩やかに伸長しています。 
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16.7 

19.4 19.7 
20.0 

17.1 
17.3 17.5 

20.7 20.8 20.9 
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平成23

（2011）年

平成24

（2012）年

平成25

（2013）年

美郷町（男性） 美郷町（女性）

島根県（男性） 島根県（女性）

（年）

 

資料：島根県健康指標データシステム 
※１【平均寿命（平均余命）】平均余命は、基準となる年の死亡状況が今後変化しないと仮定した場合、各年齢

の者が平均的にみて今後何年生きられるかという期待値を表したもの。特に、０歳の平均余命を平均寿命と言

う。 

※２【平均自立期間（健康寿命）】島根県では、介護保険の介護認定データを基に要介護者割合を算出し、生命

表に割り当てることで平均自立期間（無障害平均余命）を算出している。要介護者割合は介護度２～５を用い

ている。 
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８ 障がいのある方の状況 

本町で暮らしている障がいのある方は、平成 28（2016）年度の各障害者手帳所持者数の

合計でみると 515 人となっています。そのうち身体障害者手帳所持者数が 379 人と大半を

占め、療育手帳所持者数が 78 人、精神障害者保健福祉手帳所持者数が 58 人となっていま

す。 

 

【障害者手帳所持者数】 

身体障害者手帳 

所持者数 

（人、構成比％） 

合計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

379 

（100.0%） 

103 

（27.2%） 

50 

（13.2%） 

60 

（15.8%） 

100 

（26.4%） 

32 

（8.4%） 

34 

（9.0%） 

療育手帳 

所持者数 

（人、構成比％） 

合計 Ａ Ｂ  
 

78 

（100.0%） 

43 

（55.1%） 

35 

（44.9%） 
    

精神障害者保健福祉 

手帳所持者数 

（人、構成比％） 

合計 １級 ２級 ３級  
 

58 

（100.0%） 

16 

（27.6%） 

29 

（50.0%） 

13 

（22.4%） 
    

 

資料：島根県立心と体の相談センター（平成 28（2016）年度） 
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９ 子どもの人口 

本町における 18 歳以下の人口は、平成 28（2016）年度で 676 人となっており、年々減

少で推移しています。特に０～４歳、15～18 歳の年齢層で減少が目立ちます。 

 

【18 歳以下人口の推移】 

182 175 166 148 147

223 218 217 216 206

177 177 177 194 201

164 155 158 130 122
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（人）

 

資料：住民基本台帳（各年度末現在） 

 

年間出生数は近年、年間 25～30人程度で緩やかな増減を繰り返しながら推移しており、

平成 28（2016）年では 27 人となっています。 

 

【年間出生数の推移】 
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10 保育園入所状況 

町内には平成 28（2016）年度現在、２か所の認可保育園があり、定員数合計 170 人に対

して入所人員は 176 人（充足率 103.5％）となっています。 

入所人員は、いずれの保育園も大きな変動なく推移しています。 

 

【保育園入所人員の推移】 

136 132 
125 

131 
125 

57 60 

45 
54 51 

18 19
9

0

30

60

90

120

150

180

平成24

（2012）年度

平成25

（2013）年度

平成26

（2014）年度

平成27

（2015）年度

平成28

（2016）年度

おおち保育園（私） 都賀保育園（私） 君谷保育所（公）
（人）

 

 

 平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

おおち保育園

（私） 

定員数（人） 110 120 120 120 120 

入所人員（人） 136 132 125 131 125 

充足率（％） 123.6 110.0 104.2 109.2 104.2 

都 賀 保 育 園

（私） 

定員数（人） 45 45 50 50 50 

入所人員（人） 57 60 45 54 51 

充足率（％） 126.7 133.3 90.0 108.0 102.0 

合計 

定員数（人） 155 165 170 170 170 

入所人員（人） 193 192 170 185 176 

充足率（％） 124.5 116.4 100.0 108.8 103.5 

       
君 谷 保 育 園

（公）※ 
入所人員（人） 18 19 9 - - 

 
※君谷保育園は、平成 27（2015）年３月 31 日に閉所 

資料：庁内資料（各年度末現在） 
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11 小学校児童数・中学校生徒数の状況 

町内には小学校が２校、中学校が２校設置されています。小学校児童数は平成 26（2014）

年度から大きな変動なく推移しており、平成 28（2016）年度では 252 人となっています。

一方、中学校生徒数は、近年減少で推移していましたが、平成 28（2016）年度ではやや増

加に転じ 100 人となっています。 

 

【小学校児童数・中学校生徒数の推移】 
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小学校児童数 中学校生徒数
（人）

 

 

（人） 
平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

小学校児童数 

邑智小学校 165 175 191 191 188 

大和小学校 55 60 67 62 64 

合計 220 235 258 253 252 

中学校生徒数 

邑智中学校 69 69 71 67 72 

大和中学校 46 34 24 27 28 

合計 115 103 95 94 100 

 
資料：庁内資料（各年度末現在） 
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12 福祉的課題を抱えている人の現状 

（１）ひとり親家庭 

本町の場合、ひとり親家庭については、平成 27（2015）年で 28 世帯となっており、そ

の大半を母子世帯で占めています。母子世帯については、就労や経済面で厳しい状況にあ

る家庭が多く、子育てを含む家庭生活への支援や就業支援など総合的な自立支援対策が必

要です。また、父子家庭についても子どもの養育や家事など生活面において課題を抱える

場合が多く、社会的な支援が必要となっています。 

 

【ひとり親家庭の状況】 

 平成 17（2005）年 平成 22（2010）年 平成 27（2015）年 

ひとり親家庭（合計） 22 23 28 

 

母子世帯数 18 18 19 

父子世帯数 ４ ５ ９ 

 

資料：国勢調査 

 

（２）生活保護世帯の状況 

生活保護受給世帯数は、平成 28（2016）年度では 31 世帯となっており、平成 24（2012）

年度からの推移では減少傾向にあります。 

内訳としては、傷病障がい世帯は増加していますが、高齢世帯や母子世帯は減少してい

ます。 

 

【生活保護受給世帯数の推移】 

（世帯） 
平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

受給世帯数 全数 36 36 36 29 31 

高齢世帯 22 22 21 17 17 

傷病障がい世帯 6 8 8 9 12 

母子世帯 2 2 2 1 1 

その他世帯 6 4 5 2 1 

 

資料：生活保護統計（各年度末現在） 
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【２】地域の状況 

 

１ 地域の人口・世帯数 

本町は、コミュニティ区分として、最も人口の多い「粕渕連合自治会」から、最も人口

が少ない「潮・曲利連合自治会」まで、大きく 13 の連合自治会で構成されています。 

 

【連合自治会別人口・世帯数】 
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資料：住民基本台帳（平成 28（2016）年４月末現在） 
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２ 地域における高齢化の状況 

連合自治会別に高齢化率をみると、本町で最も高齢化が進行しているのは「都賀本郷連

合自治会」で 55.0％、次いで「比之宮連合自治会」が 54.6％、ほぼ並んで「君谷連合自

治会」などとなっています。一方、「都賀西連合自治会」は、比較的高齢化率が低い連合

自治会となっています。また、「長藤連合自治会」や「別府連合自治会」「都賀西連合自治

会」では、年少人口（14 歳以下）の人口構成比が他の地域を上回っており、子育て世帯も

比較的多い特性を示しています。 

 

 

【連合自治会別年齢区分別人口構成比】 

 

10.6
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44.4

49.5
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54.6

53.8
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凡例（％）

沢谷連合自治会

粕渕連合自治会

君谷連合自治会

比之宮連合自治会

上野連合自治会

長藤連合自治会

都賀行連合自治会

浜原連合自治会

吾郷連合自治会

別府連合自治会

都賀西連合自治会

都賀本郷連合自治会

潮・曲利連合自治会

年少人口

（14歳以下）

生産年齢人口

（15～64歳）

高齢者人口

（65歳以上）

 
 資料：住民基本台帳（平成 28（2016）年４月末現在） 
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【３】地域の支援体制の現状 

 

１ 地域（自治会） 

自治会は、住民にとって最も身近な地域単位であり、地域の伝統行事や地域活動を通じ

て、住民相互の連帯感を育む基盤です。 

自治会では、地域住民が協力して、地域内の高齢者の見守りを積極的に行うなど、地域

の実情に応じた様々な活動が進められています。自治会によっては、ＮＰＯ法人を立ち上

げ、生活支援や移送支援、介護保険制度における総合事業を実施、検討している地域や、

住民の自主活動としてサロンを開催している地域などもあり、今後は、防犯・防災体制と

して自治会と住民相互の役割も重要となっています。 

 

２ 民生委員・児童委員 

民生委員・児童委員の主な活動としては、担当地域内の住民の実態や福祉ニーズを日常

的に把握する「社会調査活動」、地域住民が抱える問題の相談を受ける「相談活動」、社会

福祉の制度やサービスの内容等の情報を地域住民に的確に提供する「情報提供活動」を行

っており、日頃から定期的に高齢者世帯や支援の必要な世帯を訪問するなど、地域福祉の

推進において重要な役割を担っています。 

 

３ 美郷町社会福祉協議会 

美郷町社会福祉協議会（以下「町社協」と表記）は、地域に根ざした福祉活動において、

中核的な役割を担う団体として位置付けられています。その活動は、「住民参加」を前提

とした、地域でのボランティア活動や支え合い、世代間の交流、福祉教育等に取り組んで

います。また、身近な相談機関として、日常生活管理指導事業や市民後見人制度の推進な

ど地域福祉活動や民間活動を支援する機関として重要な役割を果たします。 

 

４ 社会福祉法人 

社会福祉法人は、福祉サービスの実際の提供者として、利用しやすい事業内容やサービ

ス内容の情報の提供、サービスの質の向上、苦情対応等に取り組んでいます。 

また、近年では地域共生社会の実現に向けた地域貢献活動にも取り組んでいます。認知

症カフェや放課後児童クラブの実施、地域活動支援センター「あおぞら」、子育て支援セ

ンター「あいあい」など、地域に開かれた事業所として、施設の開放や住民からの相談対

応、福祉体験の場の提供などを行っています。 
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第４章 計画の基本的な考え方 

 

【１】地域福祉の課題 

 

１ 関係団体等意識調査結果からみる地域の課題 

本計画策定に当たって実施した「関係団体等意識調査（以下「ヒアリング調査」と表記）」

の結果から、本町の地域の課題を整理すると、次のとおりです。 

 

ヒアリング調査からみた課題 

●一人暮らし高齢者の増加 

一人暮らし高齢者（独居高齢者）や夫婦二人ともに高齢者の世帯が増えている。

そのため、閉じこもる傾向が強く、外出の支援や社会参加の促進が大きな課題と

なっている。 

●移動支援の充実 

一人暮らし高齢者等の増加や、障がいのある方の高齢化などに伴い、通院や買

物困難者の問題が発生している。公共交通機関が少ない本町においては、様々な

主体による移動支援の充実を検討する必要がある。 

●医療機関・介護人材等の不足 

本町には医療機関が少ない。その上、福祉サービス事業所等においては、介護

職員等の人材不足が問題となっている。 

●介護予防・健康づくりの促進への支援 

全体的に介護予防に対する意識が薄い。地域で健康づくり活動を活発にしてい

く必要がある。 

●福祉サービスの周知 

福祉サービス等のことを知らないため、適切な利用に結びつかないケースもあ

り、内容の周知が必要である。 

●交流の拠点づくり・社会参加の促進 

閉じこもりを防止し、社会参加を促進するための、様々な社会資源を活用した

交流の拠点づくりが必要。 

●生活課題の多様化への対応 

高齢化の進行とともに、個人が抱える生活課題も多様化している。そのため、

民生委員・児童委員の負担が増加しており、今後、補佐役の人材確保が必要。 

●防災対策と災害時の助け合い 

地域の安全対策において、災害時における要配慮者の把握など個人情報保護の

視点と、地域住民同士の支え合いの意識づくりなど、バランスのとり方も課題と

なっている。 
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２ 本町の現状等からみる地域の課題 

本町の現状分析や第１次計画の取組状況評価、またヒアリング調査等から、本町の地域

の課題を整理すると、次のとおりです。 

 

（１）福祉意識の醸成とわかりやすい情報提供 

本町及び町社協においては、町民の福祉に対する意識向上に向けて、広報などを通じて、

地域福祉活動の輪が広がるような情報発信に努めてきました。 

本町においては少子高齢化が進行し、福祉意識の醸成はより重要な課題となっています。

今後は、よりわかりやすく、町民に親しみやすい情報の発信に努めるとともに、より一層

の福祉意識の啓発が必要です。 

 

（２）相談支援体制の充実 

本町では、町民の抱える様々な課題や必要とするサービスを適切に利用できるよう、相

談支援体制を充実するとともに、必要に応じてより専門的な相談窓口につなげることがで

きる体制づくりに取り組んできました。町社協では「くらしの相談所みさと」を設置し、

主任相談支援員及び相談支援員を配置し、相談支援の対応に取り組んできました。 

近年、複合的な悩みを抱える人が増えている現状において、相談窓口においては、相談

のあった福祉課題を一面的に検討するのではなく、個々のニーズに応じて、総合的な視野

で検討し、適切なサービス等につなぐことが必要です。 

そのためには、町社協をはじめ地域の活動団体、専門機関、行政など関係機関が密接に

連携し、地域ぐるみで相談支援体制を充実していく必要があります。 

 

（３）地域の交流促進と拠点を中心とした福祉のネットワークづくり 

地域の高齢化の進行に伴い、交通アクセスの問題などを要因の一つとして、地域住民同

士の交流が低調になることが指摘されています。 

制度の狭間にある人、自ら相談に行けない人への支援などが求められている現状を踏ま

え、普段から近所で声を掛け合うなどの取組をはじめ、仲間づくりの促進や関係団体同士

の連携などが必要とされています。 

地域において課題を抱える人を的確に把握し（気付き）、早期の対応を図るためには、

行政と関係機関そして地域住民との連携など、地域全体による見守りが重要です。多様な

関係機関が連携し、支援を必要とする人に対して適切な支援を行っていくため、相談支援

機能を踏まえた福祉の拠点として、地域のあらゆるところにも目が届く、ネットワーク機

能を「システム」として構築していく必要があります。 
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（４）福祉を担う人材の育成 

本町及び町社協では、地域において様々な生活援助を実現するため、地域福祉活動に関

わるボランティアをはじめとする担い手の育成に努めてきました。 

今後は、少子高齢化のさらなる進行を見据えて、福祉活動やボランティアの輪を広げて

いくために、福祉について話し合う場の確保と人材育成活動が重要です。行政や町社協に

対しては、福祉を担う人材の確保が求められており、福祉についての学習会や、体験活動

等などの「福祉教育」を通じて、若い力、担い手を育成するとともに、子どもも保護者も

元気な高齢者も、積極的にボランティア活動等に参加できる環境づくりが必要です。 

 

（５）関係機関との連携強化による福祉サービスの充実 

福祉サービスには、高齢者を対象とした各種サービスをはじめ、介護保険に関するサー

ビス、障がい福祉に関するサービス、子育て支援サービスなど、様々な分野にわたってい

ます。今後は関係機関との連携の強化が重要な課題となっています。 

 

（６）総合的な権利擁護事業の推進 

高齢者や障がい者が地域生活を継続していく上で、判断能力やコミュニケーション能力

が不十分であることから、財産管理や制度・サービスの利用などにおいて様々な権利の侵

害を受けることがあります。平成 28（2016）年５月には「成年後見制度利用促進法」が施

行され、各自治体に同法に基づく利用促進計画の策定が努力義務化されたところです。 

今後も引き続き、総合的な権利擁護事業の推進をはじめ、対象となる方の早期発見など、

権利擁護に関する取組の強化が必要です。 

 

（７）災害時の支援体制づくりと防犯対策の充実 

本町では、地域防災計画に基づき、町民に的確に防災情報が提供されるよう、情報伝達

体制や避難支援体制の整備に努めています。 

平常時の災害に対する訓練等の活動を、地域に向けて発信していくことが重要です。 

また、防災に限らず、防犯や交通安全など、安心で安全な生活環境と地域づくりのため

には、見守り活動や支え合い活動の推進が必要です。また、個人情報の扱いに配慮しなが

ら、地域の高齢者や障がい者などの情報を共有し、活動を促進すること、そして、地域で

安心・安全な生活環境を阻害する課題や、問題を解決するための「安心の地域づくり」が

必要です。 

 

 



28 

 

【２】重点的に取り組む分野 

 

高齢者について、本町の人口構造の変化をみると、平成７（1995）年では１人の高齢者

を 1.4 人で支える構造が、少子高齢化の進行により、団塊の世代が後期高齢者に移行する

平成 37（2025）年には、１人の高齢者を 0.8 人で支える構造になると想定されています。

このままの状態では、高齢者福祉の取組や介護保険事業などの存続が危惧されます。 

今後は、団塊の世代が「支えられる側」ではなく、「支える側」になってもらう視点も

踏まえ、様々な施策を推進していく必要があります。 

 

【美郷町の人口ピラミッドの変化（1995～2040 年）】 
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資料：平成７（1995）年及び平成 27（2015）年は国勢調査、平成 37（2025）年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計値 

（平成７（1995）年は邑智町と大和村の合計値） 

 

本町においては、半数に近い高齢化率（45.7％）や高齢者世帯の増加、小世帯化の進行、

またヒアリング調査結果からみた課題等も踏まえ、地域福祉推進において重点的に取り組

む分野を「高齢化福祉の推進」と定めます。もちろん、この他の障がい者支援、子ども・

子育て支援、生活困窮者支援等、様々な福祉課題への対応も推進します。 
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【３】基本理念と基本目標 

 

１ 基本理念 

少子高齢化や小世帯化を背景に、家族間による支え合い機能の低下、地域の助け合う機

能の弱体化などにより、厳しい状況に置かれた支援を必要とする人は少なくありません。 

このような地域の課題を解決し、誰もが住み慣れた地域で安心していきいきと暮らして

いくためには、公的サービスの充実のみならず、地域住民や関係団体、事業者などが相互

に助け合い、協働で地域づくりを推進していく必要があります。 

全ての人が、住み慣れたこの美郷町で、「あんしん」して生活できることは、住民の願

いです。誰もが地域の中で孤立することなく、生涯を通じて安心して暮らせる福祉のまち

づくりを目指すため「“あんしんと共に生きる”福祉でまちづくり」を本計画の基本理念

とします。また、福祉のネットワークを「システム」として位置付け、その機能を発揮し

た地域福祉を推進する「地域福祉推進システム」の構築を目指します。 

 

■ 本計画の基本理念 ■ 

“あんしんと共に生きる”福祉でまちづくり 

～ 地域福祉推進システム ～ 

 

２ 基本目標 

基本理念の実現に向けて、国の制度や指針、県の計画、近年の社会環境の変化や、本町

を取り巻く現状などを踏まえ、次の４つの基本目標を定めます。 

 

基本目標１ みんなでつながる あんしんの担い手づくり 

 

町民がお互いに相手の立場を尊重しながら、福祉に対する意識を醸成するとともに、福

祉教育を推進するために、地域福祉に関する情報の広報・啓発に努め、地域での支え合い・

助け合い活動の促進を図ります。また、地域福祉に関する活動の活性化を図るため、地域

福祉を担う人材・リーダーの育成に努めます。 

 

基本目標２ みんなで支え合う あんしんの仕組みづくり 

 

地域生活における様々な相談に対応し、相談体制の充実を図るとともに、わかりやすい

情報の提供に努めます。 

また、誰もが自分らしく暮らすために、町民一人ひとりの人権を尊重し、虐待などをは

じめとする権利擁護への取組や、人権侵害の早期発見、解決に取り組みます。 
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基本目標３ みんなの暮らしを支える あんしんのサービスづくり 

 

高齢者や障がい者、様々な生活課題を抱えている人など、複合的な生活課題にも対応す

ることができる福祉サービスの適切な提供と利用促進、生活を支援する様々なサービスを

利用しやすい環境づくりを目指します。 

 

基本目標４ みんなで助け合う あんしんの地域づくり 

 

防災意識の向上に向けた啓発活動や、一人暮らし高齢者や障がいのある方等の要配慮者

への支援体制づくりを推進し、誰もが安心して暮らせる防災体制づくりを目指します。 

また、誰もが安心して暮らせる安全な地域社会の実現を目指し、犯罪被害防止と地域の

防犯活動の促進を図ります。 

ユニバーサルデザインに基づくまちづくりを推進し、公共施設等のバリアフリー化、耐

震化などを促進します。 
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【４】施策の体系 

 

基本理念 
“あんしんと共に生きる”福祉でまちづくり 

～ 地域福祉推進システム ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標１】みんなでつながる あんしんの担い手づくり 

１ 福祉教育の推進と学習機会の充実 

２ 福祉を支える担い手の育成 

基本施策 【基本目標】 

【基本目標２】みんなで支え合う あんしんの仕組みづくり 

３ きめ細かな相談支援体制と権利擁護の充実 

４ 地域の交流とネットワークづくり 

【基本目標３】みんなの暮らしを支える あんしんのサービスづくり 

５ 福祉サービスの充実と利用促進 

６ 様々なニーズに対応した生活支援の充実 

【基本目標４】みんなで助け合う あんしんの地域づくり 

７ 安心・安全な暮らしの確保 

８ 人にやさしい共生の生活環境づくり 
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第５章 施策の展開 
 

【基本目標１】 みんなでつながる あんしんの担い手づくり 

 

●町民一人ひとりが地域社会の一員としての意識を高め、お互いに協力しながら地域の問

題や課題の解決を図っていくことが求められています。そのため、住民同士が協力し合

う「地域福祉」の考えの浸透を図るための情報提供、広報活動の充実を図ります。 

 

１ 福祉教育の推進と学習機会の充実 

地域福祉を推進していくためには、子どもから高齢者まで、社会全体・地域全体で「福

祉の価値」について考え、みんなで支え合う気持ちを育むことが大切です。 

福祉教育とは、いのちの大切さや他人を思いやる気持ちを育む人権尊重、道徳意識を育

むことをはじめ、地域で共に暮らす高齢者や障がいのある方との交流などの機会を通じて、

福祉への理解と関心を高め、地域に暮らす一人としてできることは何かを考え、行動する

ための力を育むことです。 

様々な生活課題に地域全体で取り組み、解決していくためには、ボランティア・ＮＰＯ

等の活動や地域住民の主体的な活動など、「自分たちの地域の福祉は自分たちの手でつく

る」という力が重要となってくることから、本町及び町社協では、地域福祉に関する意識

の醸成を図るとともに、学校や地域における福祉教育及び福祉に関する学習機会の充実を

図ります。 

 

■ 主に住民・地域による取組／自助※１・互助※２ ■ 

自助 

●地域で助け合い、支え合う地域福祉の意識を持ちましょう。 

●身近な福祉に関心を持ち、自ら積極的に学ぶ気持ちを持ちましょう。 

●地域の中で自分にできることはないか、考えてみましょう。 

●家庭や仲間で福祉について話し合う機会を持ちましょう。 

●町が提供している広報紙や町ホームページ、パンフレットなどを見て、様々

な福祉サービスの情報を入手しましょう。 

●福祉サービスの利用などについては、町や町社協、地域の民生委員・児童委

員に相談しましょう。 

互助 

●社会参加や生きがいにつながる学習機会やイベントなどを開催し、住民同士

の交流機会の充実を図ります。 

●支援が必要な人への配慮など、福祉意識を取り入れた地域活動や行事・イベ

ントの開催に努めます。 

●ボランティア体験学習や福祉講座を開催します。 

※１【自助】日常生活において、自分でできる範囲のことは自分で行い、住民一人ひとりが豊かな生活を送るた

めに努力すること（自分でできることは自分でする）。 

※２【互助】近隣の人との日頃の声掛けや見守りをはじめ、ボランティアやＮＰＯ、住民組織での活動など、住

民同士の助け合い、支え合い活動（地域などで互いに支え合う）。 

 



33 

 

■ 行政による取組／共助※１・公助※２ ■ 

取組 取組内容 

地域福祉に関する

情報提供の充実 

●地域福祉への意識が深まるよう、地域やボランティア団体等との

連携を強化し、広報紙や町ホームページなどを活用して保健・医

療・福祉や地域の情報を発信します。 

●健康や介護、福祉に関する多様な情報を効果的に提供していくよ

う、広報紙や町ホームページ、各種パンフレット、ＳＮＳ※３など

多様な媒体を活用し、情報提供手段の充実に努めます。 

●誰もが適切に希望する情報が得られるよう配慮し、利用者の立場

に立った情報提供に努めます。 

学校や地域におけ

る福祉教育の推進 

●福祉施設への訪問や共同募金等様々な活動や生涯学習の場等を

活用し、あらゆる機会を通じて福祉教育を推進します。 

●地域で共に暮らす高齢者や障がいのある方との交流などの機会

を通じて、福祉への理解と関心を高め、地域に暮らす一人として

できることは何かを考え、行動するための力を育むことができる

よう、福祉に関する学習を推進します。 

福祉専門職に対す

る福祉教育の推進 

●福祉専門職の研修内容の調査を行い、地域福祉の視点を共有する

ことができる研修会の開催や、資格取得の奨励に努めます。 

 

※１【共助】介護保険制度や医療保険制度などを活用し、必要に応じて様々な社会保障制度やサービスを受ける

こと（社会保障制度等を活用する）。 

※２【公助】公的サービスの提供、住民活動への支援、人権擁護に関する取組や虐待防止など、行政施策として

行うべきもの（行政などの公的サービスを受ける）。 

※３【ＳＮＳ（Social Networking Service）】パソコンやスマートフォンなどを利用した、フェイスブック、ツイ

ッター、インスタグラムなどコミュニケーションツールの総称。 

 

 

■ 社会福祉協議会による取組 ■ 

具体的な取組 

●地域福祉への関心・意識が高まるよう、自主的な活動事例の収集や広報・啓発に努めま

す。また、必要な人に必要な情報を発信できるよう、広報の充実や、集会、訪問活動等

様々な機会を通じて、地域での情報発信に努めます。 

●町民の福祉意識の向上と地域福祉活動への理解を深めるため、各種講座や研修会等の企

画・開催に努めます。 

●次世代の福祉を担う人材を育成するため、学校や地域の協力を得ながら福祉教育の推進

を図るとともに、より良い学習内容を検討し、内容の充実を図ります。 
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２ 福祉を支える担い手の育成 

地域福祉活動を継続していくためには、活動を支える人材の確保や育成が必要です。地

域活動に関する情報を、様々な媒体を活用して広く町民に周知し、地域福祉を担うボラン

ティアなどの人材の発掘・育成・活動参加の促進を図ります。 

 

■ 主に住民・地域による取組／自助・互助 ■ 

自助 

●一人ひとりが地域活動やボランティア活動への理解と関心を持ちましょう。 

●町社協や各種団体が行う福祉活動への理解を深めましょう。 

●町や町社協、各種団体が開催する福祉講座などへ積極的に参加しましょう。 

互助 

●ボランティアの募集や呼び掛けなどの情報提供を行います。 

●ボランティア体験学習や福祉講座を開催します。 

●福祉サービス等事業者は、魅力ある職場の環境づくりを行います。 

●福祉サービス等事業者は、地域や各種団体が行うイベントで、できるだけ施

設や設備を開放するなどの協力を行います。 

●福祉施設において、ボランティアを積極的に受け入れます。 

 

■ 行政による取組／共助・公助 ■ 

取組 取組内容 

地域の中核となる

人材の育成 

●住民の誰もが福祉の「支え手」となれるよう、出前講座や担い手

育成講座などを継続的に行い、理解を深め、地域福祉活動の中心

的な役割を担うリーダーや、活動団体の育成に努めます。 

●地域福祉推進のための人材育成とともに、地域住民の経験や能力

の活用を図るため、地域の人材資源の発掘に努めます。 

地域活動への参加

促進 

●ハートフルポイント事業を活用し、幅広い年齢層へのボランティ

ア意識の普及をはじめ、自治会活動等地域活動への参加促進を図

ります。 

●地域の生活課題を改善・解決する活動や、地域の健康増進活動な

ど、福祉活動の担い手が積極的に参加・参画する仕組みの構築を

目指します。 

関係団体等の連携

による地域活動の

推進 

●町社協等による地域福祉活動を支援します。 

●地域活動やボランティア活動に利用できる場を提供するととも

に、町社協と連携して、ボランティア団体の育成・支援を図りま

す。 

●自治会などと連携したボランティア学習の実施や、町社協と連携

したボランティア情報の提供など、ボランティア・ＮＰＯの育

成・確保に努めます。 
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■ 社会福祉協議会による取組 ■ 

具体的な取組 

●地域での声掛け・見守り活動のほか、自身の関心や専門性を生かして地域福祉活動に

関わる担い手の育成を進めます。 

●ボランティアセンター・ボランティアコーディネーターの設置を検討し、気軽に情報

交換ができる場を提供するとともに、町民にボランティア活動を広めます。 

●ボランティアへの登録を促進し、安心して活動できるよう環境を整えるとともに、円

滑にボランティアを派遣できる体制づくりを目指します。 

●ボランティア活動に関する備品貸出しや情報提供など、活動の全般的な支援を行いま

す。ボランティア活動中に起こる事故等に対応するため、保険への加入を呼び掛けま

す。 

 

 

 

 



36 

 

【基本目標２】 みんなで支え合う あんしんの仕組みづくり 

 

●地域生活における様々な相談に対応し、必要なサービスの利用や支援につなげる体制づ

くりを進めます。地域福祉の第一歩である「人と人とのつながり」による「みんなで支

え合う仕組み」で、安心して暮らせる地域社会の構築に向け、様々な課題やニーズを効

果的に把握できるネットワークづくり（地域福祉推進システム）を推進します。 

 

３ きめ細やかな相談支援体制と権利擁護の充実 

地域には様々な相談窓口があります。それらは法律に基づき対象者ごとに分けられてい

ますが、どこへ相談したらよいか分かりにくい場合もあることから、相談しやすい環境の

整備に取り組み、どこへ相談しても必要な支援につながるように、庁内外の連携・協働の

仕組みづくりなど相談支援体制の整備に努めます。 

一方で、制度の狭間にある問題や、相談に来ることができない人々のニーズは地域の中

で見落とされがちです。地域の住民や専門職が問題に気づき、問題を抱えている人へ積極

的に出向いて適切な支援につなげる仕組みづくりや、地域の課題発見機能の構築が必要で

す。そのためには、地域の専門職同士の連携が必要不可欠です。地域福祉ネットワーク会

議の場を活用し、専門職同士の情報共有・課題共有を図り、解決策を検討するとともに、

専門職の情報交換、スキルアップを図ります。 

専門職同士の連携強化を通じ、相談支援窓口の機能を高めることで、総合的な相談支援

体制の構築を目指します。 

 

 

■ 主に住民・地域による取組／自助・互助 ■ 

自助 

●町や町社協などが発信する情報をキャッチし、活用しましょう。 

●不安や悩みごとがあれば家族や個人で抱え込まず、各種相談窓口を積極的に活

用しましょう。 

●身近な相談窓口として、地域を担当する民生委員・児童委員を把握しましょう。 

●福祉サービスについて苦情がある場合は事業者へ伝え、解決できない場合は、

身近な相談窓口へ相談しましょう。 

互助 

●身近な地域で情報提供や相談が可能な環境づくりに努めます。 

●各種団体は、地域活動を通じて、情報提供や関係機関との連絡調整を図ります。 

●住民による見守り活動を推進します。 
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■ 行政による取組／共助・公助 ■ 

取組 取組内容 

相談しやすい 

環境の整備 

●地域の人の身近な困りごとに関する相談窓口において、様々な相

談に対応するとともに、利用者の視点に立ち、個人情報の扱いに

配慮しながら相談しやすい環境を整備し、適切な支援につながる

よう努めます。 

アウトリーチ※に

よるニーズ把握と

支援の推進 

●地域の課題を早期に把握するため、アウトリーチ活動を積極的に

行い、地域自立生活に向けた支援を推進します。 

連携・協働の仕組

みづくり 

●相談窓口から得られたニーズや相談内容について、情報共有を図

り、総合的な対応ができるような相談支援を目指します。専門的

な相談が必要な場合には、的確にその窓口につながるよう、窓口

間の連携を図ります。 

相談機能の専門性

の確保 

●利用者が適切なサービスを利用できるよう、保健師等の専門職に

よる相談など、相談機能の専門性を確保します。 

相談支援活動の充

実 

●民生委員・児童委員等、地域において町民の相談活動などを行う

人が、きめ細かな相談や情報提供ができるよう活動を促進すると

ともに、相談窓口としての機能の充実、役割の周知に努めます。 

虐待等防止活動の

推進 

●民生委員・児童委員や地域住民と関係機関との連携を密にし、虐

待や暴力に関わる要援護者の早期発見体制を強化します。 

●早期の問題解決を図るため、民生委員・児童委員や教育機関、児

童相談所、女性相談支援センター、医療機関、福祉施設、警察等

の関係機関との連携を強化します。 

成年後見制度等の

周知・利用促進 

●あらゆる機会を通じて、判断能力が十分ではない人を守る日常生

活自立支援事業や成年後見制度の普及に努め、制度を必要とする

人の権利が守られるよう、体制の整備とともに、制度の周知と利

用促進を図ります。 

●町民後見人や法人後見の担い手の育成や、後見人等の支援を行う

ことで、制度利用対象者が、多様な選択肢の中でそのメリットを

感じることができるような制度運用の仕組みを検討します。 

 

※【アウトリーチ】本来「手を伸ばす」「手を差し伸べる」という意味で、福祉サービスを利用することに否定

的である人や、接近が難しい人などに対して、支援者の方から積極的に出向いていく援助方法。 
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取組 取組内容 

生活困窮に起因す

る多様な問題への

支援 

●生活困窮（低所得、社会的孤立、複合多問題など）の状態にある

相談者への、就労や住まいなどをはじめ、様々な生活課題の解決

に向けて、利用者と共に取り組む伴走型・寄り添い型の支援を行

います。 

自死予防に向けた

仕組みづくり 

●自死に対する正しい理解を深めるとともに、悩んでいる人に気づ

き、声を掛け、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る人（ゲ

ートキーパー）の養成講座などの開催を検討し、身近なところで

自死予防に取り組める人材の養成に努めます。 

●地域における声掛け・見守り活動などを通して、自死の原因とも

なる孤立感・疎外感の防止に努めます。 

●地域の中で集う場（サロン等）を活用し、近隣とのつながりがも

てるように働きかけを行います。 

犯罪をした者等へ

の社会復帰支援 

●犯罪をした者等の社会復帰に向けた相談及び支援体制づくりを

検討します。 

 

 

■ 社会福祉協議会による取組 ■ 

具体的な取組 

●専門職による身近な生活相談を、定期的に開催します。 

●日常生活上の相談を相談員が受け付けます。また、法律相談等、専門的な相談を定期的

に開設し、生活上の様々な不安を取り除きます。 

●福祉相談に適切に対応できるように、職員の資質の向上に努めるとともに、関係機関と

の連携強化を図ります。 

●判断能力が不十分な人の生活と財産の保護のため、日常生活自立支援事業及び法人後見

事業の普及に努め、利用を促進します。 

●より多くの町民に虐待の現状を知ってもらい、地域の中で見守る人を増やすことで虐待

の防止に努めます。また地域で「気になる家庭」に気付いたときに連絡する専門機関の

周知を図ります。 

●声掛け・見守り活動を通じて、虐待の疑いがある家庭を把握し、専門機関につなぎます。 

●「くらしの相談所みさと」では、困りごとの解決に向け、必要に応じて専門機関や専門

家を紹介するなどつなぎ役を担います。 
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４ 地域の交流とネットワークづくり 

誰もが住み慣れた地域でその人らしく自立しながら住み続けるためには、地域における

日常的な支え合いが必要です。地域の生活課題に対応するためには、専門職の支援ととも

に、地域住民による自発的な福祉活動が重要な役割を果たします。  

本町では、自治会等の地域組織をはじめ、民生委員・児童委員や町社協、各種ボランテ

ィア、老人クラブなどを中心に地域での支え合い活動に取り組んできましたが、地域にお

けるつながりが希薄化する中で、支え合い活動の必要性が改めて見直されています。 

地域福祉活動に幅広い住民の参加と協力を促進するため、関係する組織や団体などとの

交流を促進するとともに、関係機関等との連携の強化による、福祉のネットワークづくり

を推進します。 

 

■ 主に住民・地域による取組／自助・互助 ■ 

自助 

●地域の一員である意識を持ちましょう。 

●あいさつや声掛けなどを行い、隣近所との関わりを深めましょう。 

●隣近所で暮らす一人暮らしの高齢者等の話し相手になるなど、地域住民同士

の交流を深めましょう。 

●地域の情報に関心を持ち、地域の理解を深めましょう。 

●地域活動への参加、役員の引き受けなど積極的に関わりを持ちましょう。 

●仲間づくりや世代間交流を積極的に行いましょう。 

互助 

●地域福祉活動や民生委員・児童委員の訪問活動などを通じて、福祉サービス

を必要とする人の把握に努めます。 

●地域住民や企業等に地域活動、行事・イベントの企画、参加を呼び掛けると

ともに、開催日時の工夫など、多くの人が参加しやすい環境づくりに努めま

す。 

●様々な媒体を活用し、多様な活動情報の発信に努めます。 

●町民同士で助け合いながら解決できるような仕組み、身近な地域で福祉課題

を話し合う機会づくりを検討します。 
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■ 行政による取組／共助・公助 ■ 

取組 取組内容 

地域福祉のネット

ワークづくり（地

域福祉推進システ

ム） 

●支援を必要とする世帯の見守り活動などを、地域住民や民生委

員・児童委員、ボランティア、関係機関等と連携した地域福祉の

ネットワークづくり（地域福祉推進システム）を、町全域を一つ

の圏域として推進します。 

小地域の支え合い

活動の担い手育成

と拠点の整備 

●生活課題の早期発見、住民同士の支え合いの仕組みとして、また、

地域の誰もが気軽に集える交流の拠点として、サロン活動等を推

進します。 

●それぞれのニーズに応じて、気軽に利用できる福祉の拠点とし

て、地域包括支援センターをはじめ、子育て世代包括支援センタ

ーなど既存の拠点機能の充実に努めます。 

情報の共有と提供 

●町や関係機関などでの情報共有や活動の連携に努めます。 

●制度や保健福祉サービスの説明など、身近な地域でわかりやすく

情報を提供する仕組みを検討します。 

支え合いの関係づ

くり 

●子育て家庭や高齢者、障がいのある方等が、身近な地域で様々な

悩みや不安を把握、解決し、支え合える関係づくりを進めます。 

ネットワーク構築

の基盤整備 

●民生委員・児童委員、町社協との連携を通じて、町民が抱えてい

る様々な福祉課題を「発見」できる仕組みづくりを進めます。 

●地域とともに関係機関の協力を得ながら、地域福祉ネットワーク

活動の普及を図ります。 

●町民同士が協力し合えるよう、地域における高齢者や障がいのあ

る方等との交流の場やボランティア団体の活動する場を確保し、

地域での助け合い意識の醸成に努めます。 

●町民、関係機関、本町、町社協がそれぞれの役割分担のもと、重

層的に地域の支え合い活動に関わり、「地域の福祉力」を高め、

相互に連携・協働していくことができる地域づくりを進めます。 
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取組 取組内容 

地域住民の交流の

促進 

●地域で「顔の見える関係」を深めるとともに、幅広い年齢層が福

祉活動に関わることができるよう、世代間で交流する機会づくり

に努めます。 

●要介護高齢者や障がいのある方、子育て家庭等に対する地域行事

等への参加の呼び掛けも含めた、地域での声掛けを促進します。 

●福祉団体等が行う地域住民との交流活動を促進するため、必要な

支援を行います。 

●町民の交流を促進するため、誰もが気軽に参加できるイベントの

企画・実施を検討します。 

●身近な地域活動団体である自治会や老人クラブ、子ども会等への

加入促進を含め、組織の活性化に向けた支援に取り組みます。 

 

 

■ 社会福祉協議会による取組 ■ 

具体的な取組 

●地域福祉活動や民生委員・児童委員の訪問活動等を通じて、地域で課題を抱えている人

や支援を必要とする人の把握に努めます。 

●民生委員・児童委員、ボランティア団体、福祉事業者等関係機関が、それぞれの枠を越

えて、連携できるよう努めます。 

●高齢者が抱える福祉課題の解決に向けて、地域包括支援センターとの情報交換・相談支

援等の連携を図ります。 

●相互理解を深められるような交流機会の創出に努めます。 

●老人クラブや障がいのある方の当事者団体、子育て家庭との連携を図り、福祉課題の解

決やニーズのキャッチに向けた連携や支援を推進します。 

●高齢者・障がいのある方を対象としたサロンの開催や介護予防、相談支援、放課後の子

どもの居場所づくり事業等の充実を図ります。 
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【基本目標３】 みんなの暮らしを支える あんしんのサービスづくり 

 

●利用者の視点に立った多様な福祉サービスの充実を目指すとともに、安心してサービス

を利用できるよう、サービス提供体制のより一層の充実を図ります。 

 

５ 福祉サービスの充実と利用促進 

福祉サービスや制度に関する情報は、サービス利用者に配慮した、わかりやすい情報提

供が必要です。 

一方で、地域住民が福祉サービスに求める利用ニーズは、その内容も複雑・多様化して

います。このような複雑・多様化するニーズに対応し、より満足度の高い福祉サービスを

提供するため、地域福祉ネットワーク会議の充実を図るとともに、地域の福祉課題の把握、

既存サービスの見直しや新規サービスの開発を保健・医療・介護・福祉の関係機関が連携

し、情報を共有しながら、協働で取り組んでいくことが必要です。 

地域の人の身近な困りごとの把握に努め、様々な相談につなげる体制づくり及び情報提

供を推進します。また、利用者の視点に立った、多様なサービスの充実を目指すとともに、

安心して福祉サービスを利用できるよう、サービス提供体制のより一層の充実を図ります。 

 

■ 主に住民・地域による取組／自助・互助 ■ 

自助 

●福祉サービスについてわからないことは問い合わせをし、納得して利用するよ

うにしましょう。 

●福祉に関する制度やサービスについて、周りの人と情報を共有しましょう。 

●福祉サービスを提供する人や事業所について、不安や問題を感じた時は行政や

関係機関へ情報を発信しましょう。 

互助 

●広報や回覧板等を活用し、福祉の制度やサービスの情報を発信します。 

●福祉の制度やサービスの利用が必要と考えられる人について、相談や話合いを

通じて適切な利用につなげます。 

●地域における福祉サービスの提供量や質について状況を把握し、サービスの充

実等について行政や関係機関に情報を発信します。 
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■ 行政による取組／共助・公助 ■ 

取組 取組内容 

福祉関連情報体制

の充実 

●福祉関連情報を的確に収集し、町及び町社協の広報紙や町ホーム

ページの活用、出前方式などにより、誰にもわかりやすい情報提

供に努めます。 

●地域住民への情報提供のため、地域福祉を支える民生委員・児童

委員、自治会、各種団体への福祉関連情報の提供の充実を図りま

す。また、必要に応じて防災行政無線での情報提供に努めます。 

福祉サービスの適

切な利用促進 

●町民が自ら希望する福祉サービス等を選択し、利用できるよう、

サービス提供事業者によるサービス情報の提供に努めます。 

●利用者が適切なサービスを利用できるよう、保健師等の専門職に

よる相談など、相談機能の専門性を確保します。 

●地域福祉活動や民生委員・児童委員と連携し、福祉サービスを必

要とする人の把握に努めます。 

福祉サービスの質

の確保 

●必要とされる福祉サービスの適切な普及に努めるとともに、サー

ビス提供事業者の研修や人材確保を支援し、サービスの質の向上

に努めます。 

●福祉サービスに対する苦情の申出がしやすい環境づくりを進め

るとともに、利用者やその家族に対する苦情解決方法を周知する

など、苦情解決体制の充実を図ります。 

●地域福祉活動等を通じて把握した、様々な課題や新たなニーズに

対応した生活支援や福祉サービスについて検討します。 

分野別の適切な福

祉サービスの提供 

●介護保険サービスについては「介護保険事業計画」、障がい福祉

サービスについては「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」、子

育て支援については「子ども・子育て支援事業計画」に基づいて、

適切なサービスの提供に努めるとともに、この他の多様な生活支

援サービスについても、その周知と適切なサービス提供に努めま

す。 

サービスの総合確

保 

●在宅福祉サービスを受けることができない、制度の狭間の問題や

多くの課題を複合的に抱えている人の地域での自立生活を支援

するため、サービスの総合確保を図ります。 

事業所間のネット

ワーク化の支援 

●地域福祉ネットワーク会議を通じて、サービスの質の向上を図る

ために、事業者間の情報交換や課題の共有に努めます。 
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■ 社会福祉協議会による取組 ■ 

具体的な取組 

●誰もが住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、各保健福祉分野における

必要なサービスの利用につなげます。 

●公的なサービスで対応できない福祉課題を抱えている町民について、支援の仕組みづく

りを進めます。 

●日常生活自立支援事業の普及啓発を進めるとともに、支援者の質の向上を図ります。 

●制度やサービスの充実・改善に向け、町や関係機関などへの提言活動を行います。 

●法人運営事業として、組織体制の基盤や事務局体制、財政基盤の強化を図ります。 

●募金運動の実施方法について検討し、住民による協力を促進します。 
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６ 様々なニーズに対応した生活支援の充実 

現在の公的な福祉サービスだけでは支援が困難なケースや、その受給要件を満たして

いないなど、地域福祉の課題を抱えた人々を支援していくためには、生活支援サービス

の創出が不可欠です。そのため、公的福祉サービスの隙間を埋める新しいサービスと、

住民が主体となり運営を行うサービスの創出を行うことが重要となります。 

国においては、地域福祉推進の理念として「我が事・丸ごと」の実現を掲げており、

支援を必要とする人が抱える多様で複合的な生活課題について、地域の住民や福祉関係

者等による把握及び関係機関との連携による、解決が図られる仕組みづくりが求められ

ています。 

住民主体のサービスの創出と、新たな生活支援サービスや社会資源の創出に努めます。 

 

■ 主に住民・地域による取組／自助・互助 ■ 

自助 

●町や町社協などが発信する、様々な生活支援に関する情報をキャッチし、活用

しましょう。 

●自らの暮らし方や支援を選択し、自立した地域生活を目指しましょう。 

●自分の欲しい情報を各々の関係機関に伝えましょう。 

●問題を家族や個人だけで抱え込まず、積極的に行政や関係機関に相談しましょ

う。 

●身近な相談窓口として、地域を担当する民生委員・児童委員を把握しましょう。 

互助 

●地域の人への関わりや見守りを行い、サービス利用に結び付いていない人を町

や関係機関につなげます。 

●地域福祉の推進に向けた事業や活動について、意見交換や必要な支援を行うな

ど、関係機関と連携した取組を推進します。 

 

■ 行政による取組／共助・公助 ■ 

取組 取組内容 

共生型サービスへ

の対応 

●必要な支援へと結びついていない人や、制度の隙間となる人への

効果的な対応ができるよう、保健・医療・福祉の関係機関との連

携と調整を図るケア会議の充実に努めるとともに、庁内の関係課

との分野横断的な連携強化を図ります。 

●高齢者福祉、障がい福祉、子ども・子育て等の分野で分かれてい

たサービスを同一の事業所で総合的に提供する「共生型サービ

ス」について、社会福祉事業者等へ情報提供するなど、整備の働

きかけに努めます。 

生活ニーズの把握 
●地域住民、ボランティア、各種団体等と連携し、住民の抱える生

活ニーズの把握に努めます。 
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取組 取組内容 

住民主体の生活支

援サービスの創出 

●地域における福祉講座や学習会等を積極的に行い、保健・医療・

福祉その他関係機関と連携し、住民同士が互いに支え合う新しい

生活支援サービスの創出に努めます。 

ボランティア・Ｎ

ＰＯ等の活動の支

援 

●ボランティア、ＮＰＯ等の福祉活動の組織化の支援に努めるとと

もに、個人ボランティア登録の仕組みや、住民の抱えるニーズと

ボランティア、ＮＰＯ等の活動をマッチングするコーディネート

の仕組みを構築します。 

インフォーマルサ

ービスのつながり

の推進 

●住民主体のサービスの中で発生する、活動の課題等について関係

機関や団体と情報交換の機会をコーディネートし、住民主体のサ

ービスの発展に努めます。 

生活や居住・就労

などへの横断的な

支援 

●生活困窮者や高齢者、障がいのある方やひとり親家庭などについ

て、生活や居住、就労などの横断的な支援が行える体制づくりを

進めます。 

 

■ 社会福祉協議会による取組 ■ 

具体的な取組 

●公的制度の隙間となる福祉課題に対する支援・サービスを検討します。 

●福祉サービスの利用について、住民からの苦情や相談があった場合、行政や関係機関と

連携しながら解決に向けた適切な対応を行います。 
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【基本目標４】 みんなで助け合う あんしんの地域づくり 

 

●防災・減災対策をはじめ、日常生活における防犯対策にも引き続き取り組みます。 

●誰もが心地よい環境で快適な生活が送れるよう、様々な生活環境の整備に取り組みます。 

 

７ 安心・安全な暮らしの確保 

誰もが災害や犯罪などの心配がない、安心・安全な生活を送ることができるまちづく

りを目指すことが必要です。そのためには、住民が関係機関と連携し、防犯・防災活動

に協力することが大事です。 

本町及び町社協は、地域における防犯・防災体制づくりを推進しています。 

特に、防災訓練を通じ、災害時の援助活動などでの連携を確保するとともに、自主防

災組織の役割と必要性を啓発し、地域の実情に合わせた組織の育成と活動の支援に取り

組んでいます。また、災害時の避難に支援が必要な人たちへの避難行動要支援者名簿へ

の登録を呼び掛け、円滑に避難できるよう体制づくりが必要です。 

さらに、災害発生時には、被災者の救助や避難所の設営など、自治会や近隣住民だけ

では十分な活動を行うことが困難です。そのため、ボランティア等による救護・支援が

迅速かつ効果的に行われる体制づくりが必要です。 

自主防災組織や消防団等の防災組織の取組を支援するとともに、「美郷町災害時要援

護者避難支援プラン」を実践し、地域の防災体制の強化を図ります。 

また、見守り活動のネットワークを活用した、防犯体制の強化を図ります。 

 

■ 主に住民・地域による取組／自助・互助 ■ 

自助 

●日頃から防犯・防災や交通安全に関心を持ち、情報を集め知識を得ましょう。 

●地域の防犯活動やパトロールに積極的に参加しましょう。 

●自転車や自動車を運転する際は、交通マナーを守りましょう。 

●防災用品や避難場所、避難経路を日頃から確認しておきましょう。 

●防災知識を身につけ、食糧や水の備蓄に努めましょう。 

●災害時における要配慮者の把握への理解を深め、協力しましょう。 

●地域の防災訓練や防災について学ぶ場への参加や、自主防災組織の活動に協力

しましょう。 
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互助 

●防犯や交通安全活動等に、住民が参加しやすい仕組みづくりを検討します。 

●ボランティアや関係機関との連携による見守り活動を進めます。 

●防犯意識を高める講演会や学習会等、学ぶ機会の充実に努めます。 

●地域の防犯ネットワークづくりを検討します。 

●災害時に避難する際は、隣近所で声を掛け合います。 

●防災訓練や防災について学ぶ機会の充実に努めます。 

●災害発生時には、企業や商店は施設や設備をできるだけ地域に開放し、支援活

動に協力します。 

●福祉サービス等提供事業者は、施設や設備を活用した地域への支援や、災害時

の緊急避難体制の確保に協力します。 

 

 

■ 行政による取組／共助・公助 ■ 

取組 取組内容 

住民相互の防犯意

識の向上 

●地域における防犯意識を高めるため、広報・啓発活動に努めるほ

か、関係機関と連携し、近隣住民同士が日常生活において声掛

け・見守り活動を行う体制づくりを支援し、防犯意識の向上を目

指します。 

●関係機関と連携し、消費者被害の実態やその防止方法等の啓発に

努めるとともに、相談体制を充実し、被害に遭った場合の救済支

援に努めます。 

防災訓練（避難訓

練）の実施 

●町内において防災訓練（避難訓練）を実施し、避難経路、避難場

所の確認等、積極的に行っている地域の取組を参考とし、他地域

においても地域の実情に合った訓練の実施に努めます。 

要配慮者への配慮 

●避難訓練に当たっては、要配慮者の参加について配慮しながら、

また個人情報の扱いに配慮しながら、住民と要配慮者の接点をつ

くり、地域において要配慮者への理解を促進します。 

災害時要配慮者の

把握と避難支援 

●「美郷町災害時要援護者避難支援プラン」に基づき、名簿登録に

ついての周知を図り、避難支援や安否確認等がスムーズに行える

よう関係機関の連携を図ります。 
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取組 取組内容 

災害時におけるボ

ランティアセンタ

ーの設置 

●町社協で策定している「災害ボランティアセンター設置・運営マ

ニュアル」を、行政や関係機関で共有し、シミュレーション訓練、

勉強会の開催等を図り、災害時に効果的な支援活動が行われるよ

う努めます。 

 

 

■ 社会福祉協議会による取組 ■ 

具体的な取組 

●声掛け・見守り活動など、様々な主体が参加する防犯パトロールを促進します。 

●各種団体との協力により、特殊詐欺などの被害防止に努めます。 

●災害時のボランティアセンターの設置や受入れ、コーディネート等、災害時にスムーズ

に災害ボランティアセンターを立ち上げる準備を進めます。 

●災害時に活躍できる災害ボランティアの育成に努めます。 

●災害時の情報入手や、支援を求めることが困難な人に対する支援体制づくりを進めます 
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８ 人にやさしい共生の生活環境づくり 

地域の中には、高齢者や障がいのある方、子育て中の方など、様々な人が生活していま

す。誰もが快適な日常生活や社会参加を促進するためには、公共施設や交通機関、道路整

備等、誰もが利用しやすい生活環境が整っていることが大切です。 

公共施設や民間施設、交通機関等のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化について

整備や働きかけを進めます。 

 

■ 主に住民・地域による取組／自助・互助 ■ 

自助 

●困っている人へ積極的に手助けをしましょう。 

●外出や移動の際は、互いに協力し合いましょう。 

●地域の清掃活動や美化活動に積極的に参加しましょう。 

●地域で危険箇所を発見したら、地域や行政に情報提供しましょう。 

●違法や迷惑となる駐車や駐輪をやめましょう。 

互助 

●地域の危険箇所等の場所の把握・点検を行い、改善に取り組みます。 

●隣近所や地域の商店等が協力・連携し、買物支援を検討します。 

●商店や企業は、高齢者や障がいのある方等への配慮に努めます。 

●放置自転車や通行妨害の解消に努めます。 

●公共交通が利用しやすい環境づくりに努めます。 

 

■ 行政による取組／共助・公助 ■ 

取組 取組内容 

施設等のバリアフ

リー化の推進 

●既存の公共施設のバリアフリー化を促進するとともに、新たに整

備するものについては、ユニバーサルデザインの考え方に基づく

整備を促進します。また、道路や歩道を整備する際は、段差の解

消や安全な道路環境の整備に努めます。 

清掃・美化活動等

の促進 

●町民のモラルやマナーを向上するための広報・啓発活動に取り組

みます。また、地域の清掃活動支援や美化活動の周知を図ります。 

移動支援の充実 
●高齢者や障がいのある方を対象とした外出支援サービス、移動支

援事業の充実に努めます。 

 

■ 社会福祉協議会による取組 ■ 

具体的な取組 

●要配慮者や地域でのニーズキャッチ、地域課題の把握、町民間の交流等、地域福祉の推

進に向けた、声掛け・見守り活動をはじめとする活動を支援します。 
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第６章 計画の推進 
 

【１】計画の推進体制 

 

１ 庁内推進体制 

本計画は、福祉部門をはじめ、子育て支援、生涯学習部門など、幅広い分野で地域福祉

施策を総合的かつ効果的に推進する必要があることから、庁内関係部署との連携をより一

層強化した体制の整備を図ります。 

 

２ 社会福祉協議会との連携強化 

町社協は、本町の地域福祉活動、ボランティア活動等における中核的な役割を果たして

おり、今後も引き続き、本町とのより密接な施策推進体制を維持・強化していきます。 

 

３ 参画と協働による推進 

計画の推進に当たっては、地域福祉の担い手である住民の主体性を最大限に尊重し、住

民参画と住民との協働によって、地域福祉の取組を進める必要があります。各分野のまち

づくりを進める上で中心的な役割を担う人々をはじめ、広く住民に対して、本計画の内容

に関する周知・普及に努めるとともに、福祉やボランティアに関する情報提供、先行事例

に対する検討などを通じて、住民が互いに支え合う意識を醸成します。 

また、住民、自治会、民生委員・児童委員、町社協、福祉サービス等事業者、企業、行

政などで地域福祉推進のネットワーク（地域福祉推進システム）を構築し、それぞれの得

意分野や活動を生かして知恵を出し合い、地域福祉に取り組んでいくことで、全町的な地

域福祉活動の展開を図ります。 

 

地域福祉推進システムのネットワークイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域住民 
●地域の主体 

●福祉サービスの利用者 

●地域福祉の主要な担い手 

福祉等サービス提供事業者 
○利用者の自立支援 

○サービスの質の確保、利用者保護、

情報提供・公開 

○福祉サービスの適切な利用促進 

美郷町と社会福祉協議会 
○地域福祉活動の育成 ○地域福祉の啓発・意識醸成 

○利用者の自立支援 ○住民参加の促進 

○サービス提供者との連携 ○福祉サービスの基盤整備と調整 

○福祉サービスの適切な利用促進 

各種団体 
●地域福祉の担い手 

●住民による活動の支援・協力 

●情報提供、相談支援 

●行政・関係機関との連携 
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【２】計画の進行管理 

 

本計画の推進に当たっては、計画（ＰＬＡＮ）、実行（ＤＯ）、評価（ＣＨＥＣＫ）、改

善（ＡＣＴＩＯＮ）に基づく進行管理（ＰＤＣＡサイクル）を、より一層強化し、常に改

善を図ります。また、定期的に事業の達成状況や評価について取りまとめを行うとともに、

必要に応じて取組の変更や見直しを検討します。 

 

 

【ＰＤＣＡサイクルのプロセスイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画（ＰＬＡＮ） 

○目標を設定し、目標達成に向けた

活動を立案する。 

実行（ＤＯ） 

○計画に基づき、活動を実行する。 

点検・評価（ＣＨＥＣＫ） 

○活動を実施した結果を把握・分析

し、考察する（学ぶ）。 

改善（ＡＣＴＩＯＮ） 

○考察に基づき、計画の目標、

活動などを見直す。 
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資料編 

 

１ 美郷町地域福祉計画策定委員会開催状況 

 

開催日 審議内容等 

第１回 

平成 29 年 11 月１日（水） 

○第２次地域福祉計画・地域福祉活動計画骨子（案）につ

いて 

○意見聴取シートについて 

○今後のスケジュールについて 

第２回 

平成 29 年 12 月 19 日（火） 
○第２次地域福祉計画素案について 

第３回 

平成 30 年１月 18 日（木） 
○第２次地域福祉計画素案について 
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２ 美郷町第２次地域福祉計画策定委員会 委員名簿 

 

（50 音順、敬称略） 

 
区 分 氏 名 所属・役職等 部 会 

1 地域住民 三 上 修 治 介護者代表 健康・高齢者 

2 地域住民 日 高 真 紀 子育て代表 障がい者・子ども 

3 学識経験者 中 本 稔 島根県県央保健所所長 健康・高齢者 

4 保健・医療 秦 憲 明 秦クリニック院長 健康・高齢者 

5 福祉(高齢者） 六 路 敏 夫 社会福祉法人吾郷会理事長 健康・高齢者 

6 福祉(高齢者） 西 原 慎 治 社会福祉法人敬愛福祉会理事長 健康・高齢者 

7 福祉(障がい) 寺 本 賢 司 
社会福祉法人わかば会邑智園 

施設長 
障がい者・子ども 

8 福祉(障がい) 竹 下 英 男 
社会福祉法人わかば会 

相談支援事業所所長 
障がい者・子ども 

9 福祉(子育て) 藤 原 香 美郷町保育研究会会長 障がい者・子ども 

10 町民団体代表者 井 川 定 雄 美郷町連合自治協議会会長 健康・高齢者 

11 町民団体代表者 福 島 迪 雄 美郷町老人クラブ連合会会長 健康・高齢者 

12 町民団体代表者 安 田 兼 子 美郷町連合婦人会会長 障がい者・子ども 

13 町民団体代表者 樋 ケ 昭 義 ＮＰＯ法人別府安心ネット理事長 健康・高齢者 

14 福祉(障がい) 山 田 康 司 美郷町障害者福祉協会会長 障がい者・子ども 

15 町長が認める者 福島教次郎 美郷町議会教育民生委員会委員長 障がい者・子ども 

16 町長が認める者 堀 尾 亮 介 美郷町校長会会長 障がい者・子ども 

17 町長が認める者 田 邊 康 文 美郷町社会福祉協議会会長 障がい者・子ども 

18 町長が認める者 原 修 美郷町民生児童委員協議会会長 健康・高齢者 

19 町長が認める者 佐 藤 龍 美 美郷町ＰＴＡ連合会会長 障がい者・子ども 
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３ 美郷町地域福祉計画策定委員会設置条例 

 

平成 16 年 10 月 1 日 

条例第 109 号 

(設置) 

第 1 条 社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 107 条の規定に基づき、美郷町地域福祉(母子・

健康・障害を含む。)計画(以下「計画」という。)の策定に関し必要な事項について調査及

び審議するため、美郷町地域福祉計画策定委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

(掌握事項) 

第 2 条 委員会の掌握事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 計画の策定に関すること。 

(2) その他計画の策定に必要な事項に関すること。 

(組織) 

第 3 条 委員会は、委員 20 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(1) 地域住民 

(2) 学識経験者 

(3) 保健・医療・福祉関係者 

(4) 関係町民団体等の代表者 

(5) 公募による一般町民 

(6) その他町長が必要と認める者 

3 委員会は、必要に応じて、部会を設けることができるものとする。 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、町長が委員を委嘱又は任命した日から計画の策定が完了するまでの期

間とする。 

2 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(委員長及び副委員長) 

第 5 条 委員会に、委員長 1 人及び副委員長 1 人を置き、委員長及び副委員長は委員の互選に

より選任する。 

2 委員長は、委員会を代表し会務を総理する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 委員会は、委員長が必要な都度招集する。 

2 委員長は、会議の議長となる。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

 



56 

 

(会議録) 

第 7 条 委員長は、会議録を作成しなければならない。 

2 会議録には、議事のほか開会及び閉会の年月日、出席、欠席委員の氏名並びにその他委員

長において必要と認めた事項を記載し、委員長及び委員会において定めた 2 人の委員が署名

しなければならない。 

(意見の聴取等) 

第 8 条 委員会は、会議の運営上必要があると認めたときは、委員以外の者に出席を求め、そ

の説明又は意見を求めることができる。 

(庶務) 

第 9 条 委員会の庶務は、健康福祉課において処理する。 

(委任) 

第 10 条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 16 年 10 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日以後最初に開かれる委員会は、第 6 条第 1 項の規定にかかわらず、町

長が招集するものとする。 

附 則(平成 17 年条例第 1 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 17 年条例第 13 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 18 年条例第 2 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 26 年条例第 2 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 
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